
宮崎県介護職員処遇改善支援補助金交付要綱 

 

令 和 ４ 年 ４ 月 １ 日  

福祉保健部長寿介護課  

 

  （趣旨） 

第１条 県は、新型コロナウイルス感染症への対応と少子高齢化への対応が重なる最前線において

働く介護職員の処遇の改善のため、予算で定めるところにより、介護サービス事業所等に対し補

助金を交付するものとし、その交付については、「令和４年度（令和３年度からの繰越分）介護職

員処遇改善支援事業の実施について」（令和４年４月１日付け老発０４０１第３号厚生労働省老

健局長通知）の別紙「令和４年度（令和３年度からの繰越分）介護職員処遇改善支援事業 実施

要綱」（以下「国実施要綱」という。）及び補助金等の交付に関する規則（昭和 39 年宮崎県規則第

49 号。以下｢規則｣という。）に定めるもののほか、この要綱に定めるところによる。 

 

  （補助事業者）  

第２条 前条の補助金の交付の対象となる者（以下「補助事業者」という。）は、次の要件を満たす

者とする。 

  (１)  別表「３ 補助事業者」欄のいずれかに該当する者。 

  (２) その他補助が適当でないと知事が認める者でないこと。 

 

 （補助対象経費及び補助率） 

第３条 第１条の補助金の交付の対象となる経費及びそれについての補助率は、別表のとおりとす

る。 

 

 （申請書に添付すべき書類） 

第４条 規則第３条第４号の規定により介護職員処遇改善支援補助金申請書（計画書）（別記様式

第１－１号）に添付すべき書類は、以下のとおりとする。 

(１) 介護職員処遇改善支援補助金計画書（施設・事業所別個表）（別記様式第１－２号）  

(２) 収支予算書（別記様式第２号） 

(３)  その他知事が必要と認める書類 

 

  （補助条件） 

第５条 規則第５条の規定による補助条件は、次のとおりとする。 

(１) 事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え、当該収入及び支出について証拠書類

を整理し、かつ、当該帳簿及び証拠書類を補助金の額の確定の日（事業の中止又は廃止の承

認を受けた場合には、その承認を受けた日）の属する年度の終了後５年間保管しておかなけ

ればならない。 

  (２)  その他規則及びこの要綱の定めに従うこと。 



  （申請の取下げ） 

第６条 規則第８条第１項に規定する知事の定める期日は、補助金の交付決定の通知を受領した日

から起算して 10日を経過した日とする。 

 

  （軽微な変更の範囲） 

第７条 規則第 10 条第２項ただし書の規定により知事の定める軽微な変更の範囲は、補助対象経

費の 20％以内の増減とする。 

 

  （計画変更の承認） 

第８条 規則第 10 条第２項の規定により、知事の指示を受けようとする場合は、介護職員処遇改

善支援補助金変更申請書（計画書）（別記様式第１－１号）に次に掲げる書類を添付して申請しな

ければならない。  

(１) 介護職員処遇改善支援補助金変更計画書（施設・事業所別個表）（別記様式第１－２号）  

(２) 変更収支予算書（別記様式第２号） 

(３) その他知事が必要と認める書類 

 

  （補助金の交付方法） 

第９条 この補助金は、概算払により交付する。 

 

  （実績報告）  

第 10 条 規則第 14 条第１項の規定による実績報告は、介護職員処遇改善補助金実績報告書（別記

様式第３－１号）に次の書類を添えて、補助金の交付決定のあった年度の１月末日までにしなけ

ればならない。 

  (１)  介護職員処遇改善支援補助金実績報告書（施設・事業所別個表）（別記様式第３－２号） 

  (２)  収支決算書（別記様式第２号） 

  (３)  その他知事が必要と認める書類 

 

  （書類の提出部数等） 

第 11 条 国実施要綱、規則及びこの要綱の規定により知事に提出する書類の部数は、１部とし、

その様式は、国実施要綱及び規則に定めのあるものを除き、別記に定めるところによる。 

 

 （雑則） 

第 12 条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は別に定める。 

 

      附 則 

この要綱は、令和４年４月１日から施行し、令和４年度（令和３年度からの繰越分）の予算に係

る宮崎県介護職員処遇改善支援補助金に適用する。 



別表（第２条及び第３条関係）

１　区分 ２　補助対象経費 ３　補助事業者（注１） ４　交付率 ５　補助額 ６　補助率

訪問介護事業所 2.1%

夜間対応型訪問介護事業所 2.1%

定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 2.1%

（介護予防）訪問入浴介護事業所 1.0%

通所介護事業所 1.0%

地域密着型通所介護事業所 1.0%

（介護予防）通所リハビリテーション事業所 0.9%

（介護予防）特定施設入居者生活介護事業所 1.4%

地域密着型特定施設入居者生活介護事業所 1.4%

（介護予防）認知症対応型通所介護事業所 2.1%

（介護予防）小規模多機能型居宅介護事業所 1.6%

看護小規模多機能型居宅介護事業所 1.6%

（介護予防）認知症対応型共同生活介護事業所 2.0%

介護老人福祉施設 1.4%

地域密着型介護老人福祉施設 1.4%

（介護予防）短期入所生活介護事業所 1.4%

介護老人保健施設 0.8%

（介護予防）短期入所療養介護事業所（老健） 0.8%

介護療養型医療施設 0.5%

（介護予防）短期入所療養介護事業所（病院等（老健以外）） 0.5%

介護医療院 0.5%

（介護予防）短期入所療養介護事業所（医療院） 0.5%

（注３）

・介護サービス事業所等における基本報酬サービス費に各種加算減算を加えた単位数をいう。ただし、過去に支払われた報酬の額に誤りがあったた

め、過誤調整を実施した場合は、その過誤調整分を含む（令和４年２月サービス分以前の過誤調整分は含まない。）。

10/10以内

（１）介護
職員処遇改
善支援事業

　令和４年２月から９月
までの間、介護職員に対
して３％程度（月額
9,000円）の賃金改善を
行うために必要な費用
（注２）。

　「一月当たりの
介護報酬総単位数
（注３）」に「１
単位の単価」及び
「「３　補助事業
者」欄に定める補
助事業者ごとに
「４　交付率」欄
に定める交付率」
を乗じた額（１円
未満の端数が生じ
た場合には、これ
を切り捨てた
額）。

（注２）

・介護サービス事業所等において、介護職員以外の職員を改善の対象に加えることも可能とする。その際、本事業が介護職員の処遇改善を行うもの

であることを十分に踏まえた上で実施するものとする。

（注１）

・介護職員処遇改善加算(Ⅰ)、(Ⅱ)又は(Ⅲ)を算定する介護サービス事業所又は介護保険施設（介護予防・日常生活支援総合事業（指定サービス）

を含む。以下「介護サービス事業所等」という。）を指す。

・訪問看護事業所、訪問リハビリテーション事業所、居宅療養管理指導事業所及び福祉用具貸与事業所、介護予防訪問看護事業所、介護予防訪問リ

ハビリテーション事業所、介護予防居宅療養管理指導事業所及び介護予防福祉用具貸与事業所並びに居宅介護支援事業所及び介護予防支援事業所に

ついては、本事業の対象外とする。



別記
様式第１－１号（第４条及び第８条関係）

提出先

１　基本情報

〒

２　賃金改善計画について

<-

円

円 （ ） ％

円）

円

円 （ ） ％

円）

④ 月 月

【記入上の注意】

３　介護職員処遇改善支援補助金により賃金改善を行う賃金項目及び方法

（ ）

（当該事業所における賃金改善の内容の根拠となる規則・規程）

就業規則の見直し 賃金規程の見直し その他 （ ）

（賃金改善に関する規定内容）　※上記の根拠規程のうち、賃金改善に関する部分を記載すること。

フリガナ

介護職員処遇改善支援補助金（変更）申請書（計画書）

フリガナ

法人名

　宮崎県介護職員処遇改善支援補助金交付要綱に基づく宮崎県介護職員処遇改善支援補助金については、補助金等の交付に関
する規則（昭和39年宮崎県規則第49号）第３条の規定により、関係書類を添えて申請する。

フリガナ

代表者職名

フリガナ

代表者名

法人所在地

－

要
件
Ⅰ①介護職員処遇改善支援補助金の見込額(e)　（申請額） 円

書類作成担当者

連絡先 電話番号 FAX番号 E-mail

②賃金改善の見込額(ⅰ-ⅱ）(右欄の額は①欄の額を上回ること） 円

ⅰ）賃金改善実施期間（④）に補助金により賃金改善を行う場合の介護職員等の賃金
の総額（見込額）

円

※詳細は別記様式第１－２号に記載

※本計画に記載された金額は見込額であり、提出後の運営状況(利用者数等)、人員配置状況(職員数等)その他の事由により変動が
あり得る。

※本様式では下記の要件を確認しており、オレンジセル３カ所が「○」でない場合、補助金の交付要件を満たしていない。
　Ⅰ補助金による賃金改善を行う総額が補助金による収入額（補助金の見込額）を上回ること
　Ⅱ賃金改善の合計額の３分の２以上は、基本給又は決まって毎月支払われる手当の引上げに充てること

ⅱ）令和３年における賃金改善実施期間に相当する期間の介護職員等の賃金の総額
【基準額】

円

③ベースアップ等による賃金改善の見込額

ⅰ）介護職員
の賃金改善の
見込額(f-1)

0

<- ×

要
件
Ⅱ

0

ⅱ）その他の
職員の賃金改
善の見込額(g-

1)

0

<- ×（うち、ベースアップ等に
よる賃金改善の見込額）

(g-2)

0 0.00

（一月あたり

（うち、ベースアップ等に
よる賃金改善の見込額）

(f-2)

0 0.00

（一月あたり 0

・②ⅰ）「賃金改善実施期間に補助金により賃金改善を行う場合の介護職員等の賃金の総額（見込額）」には、補助金により賃金
改善を行った場合の法定福利費等の事業主負担の増加分を含めることができる。
・②ⅰ)及び②ⅱ)「令和３年における賃金改善実施期間に相当する期間の介護職員等の賃金の総額」には、処遇改善加算及び特定
加算を取得し実施される賃金の改善(見込)額を含む額を記載すること。

賃金改善を行
う給与の種類

ベースアップ等 基本給
決まって毎月支払われる

手当（新設）
決まって毎月支払われる
手当（既存の増額）

その他

補助金による賃金改善実施期間 令和４年 ～

手当（新設） 手当（既存の増額） 賞与 その他

具体的な取組
内容

年　月　日



以下の点を確認し、全ての項目にチェックして下さい。

補助金として給付される額は、職員の賃金改善のために全額支出します。

補助金の対象となる職員の勤務体制を確認しました。

本計画書の内容を雇用する全ての職員に対して周知しました。

※ 各証明資料は、指定権者からの求めがあった場合には、速やかに提出すること。

※

―

令和４年２月サービス提供分について介護職員処遇改善加算(Ⅰ)、(Ⅱ)又は
(Ⅲ)の届出を行っています。

―

年 月 日
代表者 職名 氏名

労働保険料の納付が適正に行われています。
労働保険関係成立届、確定保
険料申告書

会議録、周知文書

本表への虚偽記載の他、補助金の請求に関して不正があった場合は、補助金を返還することとなる場合がある。

計画書の記載内容に虚偽がないことを証明するとともに、記載内容を証明する資料を適切に保管し
ていることを誓約します。

法人名

補助金相当額を適切に配分するための賃金改善ルールを定めました。 就業規則、給与規程

給与明細

勤務体制表

労働基準法、労働災害補償保険法、最低賃金法、労働安全衛生法、雇用保険法
その他の労働に関する法令に違反し、罰金以上の刑に処せられていません。

―

確認項目 証明する資料の例

令和４年２月分から賃金改善を実施しています。



様式第１－２号（第４条及び第８条関係） 介護職員処遇改善支援補助金（変更）計画書（施設・事業所別個表）

【記入上の注意】

介護職員処遇改善支援補助金（変更）申請書（計画書）

合計を(e)に表示

都道府県 市区町村

(f-1)
③ⅰ）介護
職員の賃
金改善見
込額［円］

(f-2)
左記のう
ち、ベース
アップ等に
よる賃金改
善の見込
額［円］

(g-1)
③ⅱ）その
他職種の
賃金改善
見込額
［円］

(g-2)
左記のう
ち、ベース
アップ等に
よる賃金改
善の見込
額［円］

1 令和 4 年 月～令和 4 年 月 （ ヶ月）

2 令和 4 年 月～令和 4 年 月 （ ヶ月）

3 令和 4 年 月～令和 4 年 月 （ ヶ月）

4 令和 4 年 月～令和 4 年 月 （ ヶ月）

5 令和 4 年 月～令和 4 年 月 （ ヶ月）

6 令和 4 年 月～令和 4 年 月 （ ヶ月）

7 令和 4 年 月～令和 4 年 月 （ ヶ月）

8 令和 4 年 月～令和 4 年 月 （ ヶ月）

9 令和 4 年 月～令和 4 年 月 （ ヶ月）

10 令和 4 年 月～令和 4 年 月 （ ヶ月）

11 令和 4 年 月～令和 4 年 月 （ ヶ月）

12 令和 4 年 月～令和 4 年 月 （ ヶ月）

13 令和 4 年 月～令和 4 年 月 （ ヶ月）

14 令和 4 年 月～令和 4 年 月 （ ヶ月）

15 令和 4 年 月～令和 4 年 月 （ ヶ月）

16 令和 4 年 月～令和 4 年 月 （ ヶ月）

17 令和 4 年 月～令和 4 年 月 （ ヶ月）

18 令和 4 年 月～令和 4 年 月 （ ヶ月）

19 令和 4 年 月～令和 4 年 月 （ ヶ月）

法人名

２①　介護職員処遇改善支援補助金額（見込額）の合計［円］(e)

介護保険事業所番号 指定権者名 事業所名

事業所の所在地

サービス名

算定する介
護職員処
遇改善加
算の区分
（Ⅰ～Ⅲを
算定しない
事業所は補
助金を取得
できませ
ん）

一月あたり
介護報酬
総単位数
[単位](a')
（処遇改善
加算及び
特定加算の
額を含みま
す）

・「補助金取得予定」には、補助金を取得する事業者は「○」を記入し、補助金を取得しない事業者は「×」を記入すること。
・処遇改善支援補助金計画書は、現行の処遇改善加算等の計画書と同様、法人一括での作成が可能であり、法人全体で交付要件を満たしていれば足りること。
・(f-1)及び(g-1)には、「賃金改善実施期間に補助金により賃金改善を行う場合の介護職員等の賃金の総額（見込額）」（２②ⅰ）と、「令和３年における賃金改善実施
期間に相当する期間の介護職員等の賃金の総額」（２②ⅱ）とを比較し、その差額を事業所ごとに記入すること。
・(f-2)及び(g-2)には、「３　介護職員処遇改善支援補助金により賃金改善を行う賃金項目及び方法」に記載した具体的な取組に基づく賃金改善の見込額を記載する
こと。

１単位あ
たりの単
価[円](b)

交
付
率

(

c

)

　交付対象月(d)

（列ごとの合計が　「２賃金改善計画について」③に転記）

介護職員処遇改善支援補助金

①介護職員処遇
改善支援補助金
の見込額
(a'×b×c×d)
[円]



様式第２号（第４条、第８条及び第10条関係）

介護職員処遇改善支援補助金（変更）申請書（計画書）

１　収　入 （単位：円）

区　分 予定額（決算額） 備　考

合　計

２　支　出 （単位：円）

区　分 予定額（決算額） 備　考

合　計

（変更）収支予算書（決算書）



様式第３－１号（第10条関係）
提出先

１　基本情報

〒

２　実績報告について ※詳細は別記様式第３－２号に記載

<- ☓

円

円 （ ） ％

円）

円

円 （ ） ％

円）

④ 月 月

　

令和 年 月 日

代表者職名

法人名

フリガナ フリガナ

年　月　日

令和　年　月　日付　で交付決定のあった宮崎県介護職員処遇改善支援補助金については、補助金等の交付に関する規則
（昭和39年宮崎県規則第49号）第14条の規定により、その実績を関係書類を添えて報告する。

フリガナ

ⅱ）その他の
職員の賃金改

善額
<- ×（うち、ベースアップ

等による賃金改善額）

0 0.00

（一月あたり

要
件
Ⅱ

（うち、ベースアップ等
による賃金改善額）

0 ×

ⅱ）前年度（賃金改善実施期間に相当する期間）の介護職員等の賃金の総額【基準
額】

～補助金による賃金改善実施期間 令和４年

③ベースアップ等による賃金改善の総額

0.00

（一月あたり

ⅰ）介護職員
の賃金改善額

0

0

<-

※本様式では２つの要件を確認しており、オレンジセル３カ所が「○」でない場合、補助金支給のための要件を満たしていな
い。
　Ⅰ補助金による賃金改善を行う総額が補助金による収入額を上回ること
　Ⅱ賃金改善の合計額の３分の２以上は、基本給又は決まって毎月支払われる手当の引上げに充てること

①介護職員処遇改善支援補助金の総額　（実績額）

書類作成担当者

連絡先 電話番号 FAX番号 E-mail

 （代表者名）

介護職員処遇改善支援補助金実績報告書

※給与明細や勤務記録等、実績報告の根拠となる資料は、指定権者からの求めがあった場合に速やかに提出できるよう、適切に
保管しておくこと。

※補助金の請求に関して虚偽や不正があった場合は、支払われた補助金を返還することとなる場合がある。

実績報告書の記載内容に虚偽がないことを証明するとともに、記載内容を証明する資料を適切に保
管していることを誓約します。

4  （法人名）  

円

代表者名

※②ⅰ）「賃金改善実施期間（④）に補助金により賃金改善を行った介護職員等の賃金の総額」には、補助金により賃金改善を
行った場合の法定福利費等の事業主負担の増加分を含めることができる。

※②ⅱ）「前年度（賃金改善実施期間に相当する期間）の介護職員等の賃金の総額」【基準額】には、計画書別記様式第１－１
号の２②ⅱ)の額を記載すること。この【基準額】については、職員構成が変わった等の事由により修正することが可能である。

法人所在地
－

円

②賃金改善所要額(ⅰ-ⅱ）(右欄の額は①欄の額を上回ること） 円

ⅰ）賃金改善実施期間（④）に補助金により賃金改善を行った介護職員等の賃金の総額 円

要
件
Ⅰ

フリガナ



様式第３－２号（第10条関係） 介護職員処遇改善支援補助金実績報告書（施設・事業所別個表）　

※本表に記載する事業所は、処遇改善支援補助金計画書の別記様式第１－２号に記載した事業所と一致しなければならない。
※事業所の数が多く、１枚に記載しきれない場合は、適宜、行を追加すること。

都道府県 市区町村

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

算定する介護職員処
遇改善加算の区分
（Ⅰ～Ⅲを算定しない
事業所は補助金を取
得できません）

介護職員処遇改善支援補助金　別記様式第３－１号　２実績報告について

①
介護職員処遇改
善支援補助金の
総額［円］

ベースアップ等
による賃金改善
額［円］

③ⅰ）
介護職員の賃
金改善額［円］

③ⅱ）
その他職種の賃
金改善額［円］

②ⅰ）賃金改善実施期間に補助金により賃
金改善を行った介護職員等の賃金の総額

介護職員 その他の職種

ベースアップ等
による賃金改善
額［円］

介護保険事業所番号 指定権者 事業所名 サービス名

事業所の所在地

法人名

［円］

２①　介護職員処遇改善支援補助金の総額

２②ⅰ）　賃金改善実施期間に補助金により賃金改善を行った介護職員等の賃金の総額


